






































































































































































1945 年 10 月に豊田自動織機製作所の副社長，1948 年 11 月に同社社長，1950 年 7 月
には兼任でトヨタ自動車工業の社長となっている。石田退三は戦後の豊田自動織機製
作所においてまず戦後処理を担当する。石田退三が力を入れたのは本来の紡織機械の
製造であり，輸出であった。1947 年には「見返り輸出」という制度に沿って，いち
早く織機の輸出を連合国総司令部の関係担当者と交渉の上，認可させ輸出を実現させ
ている。戦後の急激なインフレーションによる生活水準の低下により労働組合は賃上
げ交渉を繰り返している中，豊田自動織機製作所においても輸出用の紡績機械の生産
が進んでいるときに，21 日間のストライキとなる。石田退三は会社側と労働組合と
の交渉だけでなく，部課長会と豊田系労働組合統一連絡協議会との交渉を設定するこ
とで収束させる。従業員の生活の安定は生産復興あってのものという家族主義的な豊
田という豊田佐吉以来の観点による石田退三の粘りがあった。
「第 5 章石田退三とトヨタ自動車工業」ではドッジラインによって経営危機に陥っ
たトヨタ自動車工業と同社の最大株主であった豊田自動織機製作所の社長となってい
た石田退三とのかかわりについてみた後，トヨタ自動車工業の社長となった石田退三
がすすめた同社の新しい経営のやり方について取り上げる。
トヨタ自動車工業を主導してきた豊田喜一郎は自動車事業への参入当初は外国資本
とのとの競争を念頭においていたが，戦時下は陸軍によるトラック調達に対応し，戦
後は連合国総司令部による自動車統制への対応を強いられていた。1948 年からの乗
用車生産の自由化は豊田喜一郎に市場競争型の経営への転換をせまるものであった。
戦後再建期は，政府の戦時補償の打ち切りによる戦時債務を増資と各種償却によって
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乗り切ってきた豊田喜一郎が直面したのはドッジラインによる市場収縮と財務の悪化
であった。1949 年末以降，トヨタ自動車工業の経営は日本銀行名古屋支店長によっ
て組織された融資斡旋懇談会の再建策に沿ってすすむこととなる。人員削減を含む再
建案は激しい労働争議となり，それによって生産の著しい低下となったことでトヨタ
自動車工業の経営危機は深刻化する。トヨタ自動車工業の最大株主であった豊田自動
織機製作所の社長の石田退三は争議関係者に働きかけるだけでなく，ついには「銀行
筋との折衝」にまで乗り出す。争議は希望退職者の募集という人員整理と豊田喜一郎
以下の役員の辞任として収束する。トラック生産に特化した再建策は新社長の下で進
められることとなった。新社長には，戦時下に生産責任者として実績を上げ，戦後，
豊田自動織機製作所の争議を収束させ，さらに，児玉一造・豊田利三郎人脈に連なる
石田退三が選任される。
石田退三の社長就任が正式に株主総会で決定された直後に朝鮮戦争が勃発し，アメ
リカ軍から軍用トラック 1000 台を受注する。社長就任予定の石田退三と大野修司が
アメリカ第八軍購買局に日参しての受注であった。朝鮮特需で得た資金を基に石田退
三は 1948 年に豊田喜一郎が策定した設備近代化五ヵ年計画を再設定する。朝鮮戦争
後の乗用車の自由競争時代に対しては，外資提携を選ばず豊田喜一郎の「国産車確立」
路線を踏襲する。その路線を具体化したのが，乗用車専門工場・元町工場の建設とい
う石田退三の決断であった。経営危機後の再建策をさぐるために渡米していた豊田英
二などの献策に基づくとはいえ，当時の乗用車市場がせいぜい 5 万台規模のところに
年産 6 万台の乗用車専門工場の建設を決断したのは石田退三であった。この背景には
通産省が 1955 年に国民車育成要綱案を発表したことで乗用車生産への各社の取り組
みが本格化したことがあり，トヨタ自動車工業は車種クラウンの量産で対応しようと
した。さらに，石田退三の宿願となっていたアメリカへの自動車輸出のためでもあっ
た。当時アメリカは小型乗用車ブームであり，海外の小型乗車メーカーにとってチャ
ンスとなっていた。対米輸出はクラウンの性能などの問題で中断となるが，元町工場
におけるクラウンの量産は乗用車生産におけるトヨタ自動車工業の優位につながるも
のであった。元町工場は大野耐一によって推進されたトヨタ生産方式の本格的な採用
の場となっただけでなく，特異な財務戦略によって実現したものであった。
トヨタ自動車工業の経営危機の経験から石田退三は，銀行借入金によるのではなく，
設備投資による量産によってもたらされる利益と積極的な償却の実施によって社内留
保を蓄積するという財務体制の改善を背景に，増資や社債の発行を行い資金確保を図
るというやり方に到達する。無借金経営という財務戦略は，大量生産体制を構築する
ことで生み出された「持続的な設備投資と無借金経営の両立」という石田退三によっ
て打ち立てられた経営のやり方そのものであった。以後のトヨタ自動車工業において
も採用されるものであった。
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「終章 まとめ」においては，石田退三が経営の基本方針とした自己資本による「持
続的な設備投資と無借金経営の両立」という財務戦略が，トヨタ生産方式とともにト
ヨタ自動車の経営的な持続性を可能にしたものであり，トヨタ自動車の経営的な強靭
性の原点と言えるものであったことを結論としている。以上の論証は，石田退三の自
伝や評伝における発言や情報を歴史的な背景と関連付けることで実態を明らかにする
かたちで進められ，石田退三に関する功績調書の活用，そして同時代の定期刊行物な
どによりながら，石田退三の果たした役割についても明らかにしたことを本論文の独
自性とする。トヨタ自動車の無借金経営についても設備投資による各種償却制度の活
用による内部留保の確保と増資や社債の発行を並行するものであったことを明らかに
したことも本論文の意義であった。とはいえ，石田退三の下で豊田系企業が自動車生
産へと傾斜することは，いち早く石田退三の主導で豊田系企業の代表取締役を組織し
た豊田会の議長に石田退三が就任することで推し進められたことであり，戦後の豊田
の大家族主義と関連するものであったと考えられるが，今後の課題となっている。さ
らに，経営者石田退三の社会貢献，地域貢献についても明らかにすることは重要とし
ている。
1979 年の石田退三の刈谷市市民葬に近所の人たち続々と参列され，石田退三に親しみ
をおぼえ，死してなお個人石田退三らしい庶民性が現れていることを松下幸之助が紹介し
ていたが，刈谷市が評価したのは，刈谷商工会議所の初代会頭という実業の分野だけでな
く，1957 年に各種の寄付とともに「児童達には科学・理科教育のために」「石田科学賞」
を設定したことに対する感謝であった。石田退三の地域貢献，社会貢献は刈谷にとどまら
ず，1960 年に竣工した名古屋大学豊田講堂の建設資金の寄付においても示される。寄贈
の狙いは，豊田佐吉，豊田利三郎，豊田喜一郎の経営者，発明家，人材養成に対する顕彰
であり，トヨタによる「教育の振興，科学の発展」への貢献であった。豊田佐吉が豊田内
で実行した家族主義を地域貢献として，地域的家族主義にまで石田退三は推し進めたと言
えよう。
